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 2.1. ステート・ファームの保険代理人とインターネットの組み合わせ戦略 
 (1) ステート・ファーム・バンクの概要 
 ステート・ファームは、創業1922年のステート・ファーム自動車保険相互会社（State 
Farm Mutual Automobile Insurance）を中心として、その下にグループ各社を保有







 (2) ステート・ファーム・バンクの開業 





































ドルのうち、ローン・リースは 102 億ドル、うちカー・ローンは 38 億ドルである。
他方、住宅ローンは37億ドルである。 
 また、クレジットカード債権も14億ドルというように多い。少しデータは古いが、























 2.2. メットライフ・バンクの発展と突然の撤退 
 (1) メットライフ・バンクの概要 
 1868年創業のメットライフは、2012年連結総資産81.9兆ドルのアメリカ最大の保
険会社である。2000年に相互会社から株式会社へと組織変更を行い、現在持株会社形




3 支店に増やしたが、基本的にはインターネットで活動し、2005 年末には総資産 67
億ドル、2011 年末には総資産 255 億ドルというように、年平均成長率 167%（2005
年以後のみで年平均125%）という極めて高い成長を達成した。2011年末の融資残高
176億ドルのうち、147億ドルが住宅ローン（single-family mortgage）である。 
 しかし、金融当局からSIFI（Significantly Important Financial Institution）に指
定されそうになったので、2012年に銀行およびモーゲッジ全般を手放した。 
 






































2012 年 3 月末総資産 130 億ドル、ほぼインターネット専業に近い）のリバース・モ
ーゲッジ部門のEverBank Reverse Mortgage LLCを買収した。さらに、その一か月
後にはFirst Tennessee Bank N.A.がテキサス州ダラスに保有するモーゲッジ・バン








ゲッジMetLife Home Loansの3部門体制が確立した。 
 
 (4) 銀行部門の売却表明 
 このように、メットライフ・バンクは順風満帆で 2007 年までは保険と企業年金、
その後はモーゲッジを加えたクロスセルで驚くべき成長を遂げてきた。しかし、ドッ
ド・フランク法（Dodd-Frank Wall Street Reform and Consumer Protection Act）
が 2010 年 7 月に成立し、巨大銀行持株会社を含む巨大金融企業への規制が強化され
たため、方向転換を余儀なくされた。 
 メットライフは、2010年末で総資産7309億ドルの全米最大の生命保険会社であっ
た。銀行子会社からの収益はグループ全体の2%程度であるが（MetLife (2011), Berry 










































 (7) モーゲッジ部門の廃止 














 2.3. 銀行参入に失敗したオールステート・バンク 







































 2.4. オマハ保険の銀行子会社の珍しい戦略 




 しかし、オマハ保険（Mutual of Omaha）はレンガとセメント銀行支店網を急速に
拡張している（Lagesse (2010)）。まず、2007年10月に、2店を持つ小さな貯蓄金融
機関（スリフト）を買収することによって、子会社のミューチュアル・オブ・オマハ
銀行を発足させ、それから 5 年ほどの間に、アリゾナ州に 11 支店のほかカリフォル
ニア州（2 支店）、コロラド州（7 支店）、フロリダ州（4 支店とローンオフィス 1）、
アイオワ州（1支店）、カンザス州（1支店）、ミズーリ州（1支店）、ネブラスカ州（7





 (2) ミューチュアル・オブ・オマハ銀行の特徴 
 ミューチュアル・オブ・オマハ銀行の特徴として、以下の4点を指摘できる。 
 1)  保険会社の銀行進出にもかかわらず、レンガとセメント支店網を築いたこと
（既述）。 
 2)  レンガとセメント支店網が非常に広域かつ低密度に配置されていること。 
 3)  中小企業貸出に注力していること。 







































 また、この銀行の驚くべきエピソードとしては、2008 年に破たんした First 





 3.1. 生命保険に銀行チャネルを使わないニューヨーク生命 
 (1) ニューヨーク生命の概要 

































 3.2. 代理人を増加させるマスミューチュアル 




 (2) 代理人チャネルの強化 





























































 (1) 以下、銀行、保険会社のデータはすべてFDIC Institution Directoryまたは当該企業のデータ
に基づく。 
 (2) 当初の正式な名称はState Farm Financial Servicesである。 
 (3) インターネットビジネスが立ち上がった時期に生まれたアメリカの Security First Network 
Bank (SFNB)のような、ベースとなる企業がなく、ITベンチャーとして開業した銀行。現在は
ほとんどが破たんまたは他の銀行に吸収されている。 












 (7) General Electric社の金融部門であり、2011年の経常利益65億ドル、年末総資産5645億ド
ル。オンラインバンキングを行うためにユタ州の産業融資会社（Industrial Loan Company, ILC）
の免許を保有しているが、ノンバンク的に、市場で調達した資金を融資に回している。2011 年
でおよそ195,000 社と取引があり、主なターゲットは年間売上高が1000 万ドルから10 億ドル
の企業である。 







 (10) 総資産は2012年末、支店数は2012年２月末。 








 (13) FDIC Bank Data & Statisticsのデータに基づく。 
 (14) グラム・リーチ・ブライリー法成立直後の2000年と2001年にそれぞれ改組した。 
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研究活動状況（2012 年 1 月～12 月） 
 掲載は 50 音順による 
 分類記号は下記の通り 
 [A]単著 [B]共著 [C]論文 
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○ 会 田 富士朗 
  ［D］「綜合原価計算（Ⅰ）（Ⅱ）」教材 pp.117-149『工業簿記システム論』（税務経理
協会、2012 年 5 月 15 日） 
 
○ 秋 本 敏 男 
  ［E］「サステナビリティに基づく企業評価と価値創造」（地球マネジメント学会、第
19 回全国大会、東洋大学、2012 年 7 月 10 日） 
 
○ 旭   貴 朗 
  ［C］「二体力学系における相互作用のシミュレーションモデル」『経営論集』80 号 
pp.31-38（東洋大学経営学部、2012 年 11 月 30 日） 
 
○ 新 井 恭 子 
  ［B］「哲学をしよう！考えるヒント 30」第 1 章、I-6 「言語と考える力」・東洋大学
編集（大成出版社、2012 年 11 月 23 日） 
  ［C］「東日本大震災後の公共コマーシャル連続放送の問題について―言語学のコミュ
ニケーション理論「関連性理論」の視点から―」『日経広告研究所報』263 号（10
～15 ページ）（日経広告研究所、2012 年 6 月 1 日） 
  ［C］「クリ二カル・パールの心的効果―言語学のコミュニケーション理論による説明」
『Journal of Integrated Medicine（JIM）』Vol.22 No.8 2012, pp566-570（医学
書院、2012 年 8 月 15 日） 
  ［C］「緊急事態と非常事態における情報伝達―関連性理論におけるコミュニケーショ
ンの効率性―」『第 14 回大会発表論文集』第 7 号（日本語用論学会、2012 年 12
月 1 日） 
  ［E］「The Effective Emergency Communication - from the view point of relevance 
theory」（EPICS, 5th Symposium on Intercultural, Cognitive and Social 
Pragmatics EPICS V, Relevance Theory: recent developments, challenges and 
future directions, University Pablo de Olavide, Seville, Spain, 14th-16th 
March, 2012） 
  ［E］「Advertising, Brand Image Building and Weak Communication」（Interpreting for 
Relevance, IfRC 2012 Interpreting for Relevance: Discourse and Translation, 
University of Warsaw, Walsaw, Poland, 25th - 26th September, 2012） 
  ［E］「How can we translate invisible constituents in haiku? -a relevance theoretic 
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account for the strategic ellipsis in haiku-」（International Post Graduate 
Conference in Translating and Interpreting, 8th International Post Graduate 
Conference in Translating and Interpreting 2012, Dublin City University, 
Dublin, Ireland, 8th-10th November, 2012） 
  ［E］「Multi-media, multi-modal, multi-intentions」（The Multimodality & 
Cyberpsychology Pop-Up Conference, The Multimodality & Cyberpsychology, 
Dublin City University, Dublin, Ireland, 24th November, 2012） 
 
○ 有 光 奈 美 
  ［C］「音韻からの連想を用いた英語広告表現への認知言語学的アプローチ」『経営論集』
79 号、pp.139-150（東洋大学経営学部、2012 年 3 月 30 日） 
  ［C］「香水のネーミングに関する認知活動とマーケティング―英語雑誌広告における
具体事例の量的研究―」『経営論集』80 号、pp.151-168（東洋大学経営学部、2012
年 11 月 30 日） 
  ［C］「On Semantic Shifts to Intensifiers from the Viewpoints of Negativeness and 
Completeness」『Syntaxe & Sémantique』13、pp.11-27 Presses universitaires 
de Caen, 2012. 
  ［E］「英語広告表現におけるメタ言語否定・意味反転・共有知識からの逸脱に関する
ズレの階層性」（日本語用論学会、第 15 回全国大会、大阪学院大学、2012 年 12
月 2 日） 
 
○ 李   炅 泰 
  ［C］「エスノセントリズムとマテリアリズムが製品判断と購買意向に与える影響―台
湾消費者の日本製品と中国製品に対する反応―」『流通研究』第 14巻第 1号、35-51
頁（日本商業学会、2012 年 3 月） 
  ［E］「マテリアリズムとアニモシティが外国製品の評価に及ぼす影響」（多国籍企業学
会、第 32 回東部部会例会、立教大学、2012 年 10 月 13 日(土)） 
  ［E］「The Effects of Animosity and Social Norm on Japanese Consumers’ Response 
towards Chinese Product 」（ Global Marketing Conference, 2012 Global 
Marketing Conference, COEX in Seoul, Korea, 2012 年 7 月 20 日(金)） 
 
○ 石 井   薫 
  ［C］「ホリスティック・マネジメントの哲学探究－クリシュナムルティの思想に依拠
して（2）」『経営論集』（79 号、35-46 頁）（東洋大学経営学部、2012 年 3 月 30
日） 
  ［C］「地球環境と人類の危機の今を生きる哲学の実践（1）」『地球マネジメント学会通
信』（第 97 号、1-15 頁）（地球マネジメント学会、2012 年 4 月） 
  ［C］「地球環境と人類の危機の今を生きる哲学の実践（2）」『地球マネジメント学会




営学研究科、2012 年 7 月） 
  ［E］「地球環境と人類の危機の今、私たちはどう生きるか―21 世紀の新しい哲学と実
践」（地球マネジメント学会、第 19 回全国大会、東洋大学白山校舎、2012 年 7
月 8 日） 
 
○ 石 井 晴 夫 
  ［C］「郵政民営化法等の一部改正法案の成立と今後の対応策」『JP 総研リサーチ』18
号、pp.42-49（JP 総合研究所、2012 年 6 月） 
  ［C］「日本郵政グループにおける経営力創成への課題」『経営力創成研究』第 8 号、
pp.31-44（東洋大学経営力創成研究センター、2012 年 3 月） 
  ［D］「人口、財政の変化へリンク急げ」（総括コメント）第 49 回下水道研究発表会「経
営・計画部門」『水道産業新聞』（水道産業新聞、2012 年 7 月 19 日） 
 
○ 井 上 邦 夫 
  ［C］「コーポレート・アイデンティティ再考」『経営論集』第 80 号、73-86 頁（東洋
大学経営学部、2012 年 11 月 30 日） 
  ［D］「海外メディアで読み解くグローバル経済」連載 10-12 雑誌記事『朝日ウイーク
リー』第 2002 号（23 頁）、第 2006 号（23 頁）、第 2010 号（23 頁）（朝日新聞
社、2012 年 1 月 29 日-3 月 25 日） 
  ［E］「コーポレート・コミュニケーションの組織」（日本広報学会、第 18 回全国大会、
同志社大学新町キャンパス、2012 年 10 月 6 日） 
  ［E］「大学広報の組織的な取り組み」（日本広報学会、大学の広報研究会主催セミナー、
東洋大学白山キャンパス、2012 年 12 月 3 日） 
 
○ 今 泉   淳 
  ［C］「Stochastic Programming Model for Discrete Lotsizing and Scheduling Problem on 
Parallel Machines」『American Journal of Operations Research』Vol.2, No.3, 
pp.374-381, 2012（Sep. 19, 2012） 
  ［C］「確率計画法による在庫融通問題」『知能と情報』（日本知能情報ファジィ学会誌）
Vol.24, No.6, pp.1119-1127（日本知能情報ファジィ学会、2012 年 12 月） 
  ［D］「特集にあたって」（特集「鉄道の実務のためのモデリング」）『オペレーション
ズ・リサーチ』Vol.57, No.8, p.406, 2012（日本オペレーションズ・リサーチ学会、
2012 年 8 月 1 日） 
  ［E］「訪問看護スケジュール作成への数理計画アプローチ」（日本オペレーションズ・
リサーチ学会、2012 年 春季研究発表会、防衛大学校、2012 年 3 月 28 日） 
  ［E］「鉄道における乗務員交番作成問題に対する列生成法の適用」（日本オペレーショ
ンズ・リサーチ学会、2012 年 春季研究発表会、防衛大学校、2012 年 3 月 28
日） 




表会、防衛大学校、2012 年 3 月 28 日） 
  ［E］「クロスドッキングを考慮した多品種ネットワーク設計問題に対する列生成アプ
ローチ」（日本経営工学会、平成 24 年度春季大会、法政大学市ヶ谷キャンパス、
2012 年 5 月 27 日） 
  ［E］「A column generation approach for crew rostering problem in a freight railway 
company in Japan 」（ 21st International Symposium on Mathematical 
Programming (ISMP 2012), Berlin Institute of Technology, Berlin, Germany, 
Aug. 20, 2012） 
 
○ ウィーバー・クリストファー 
  ［B］「Incorporating a formative assessment cycle into task-based language 
teaching in a university setting in Japan.」Task-Based Language Teaching: 
Issues, Research, and Practice. Chapter 13, 287-312.（ John Benjamins 
Publishing, 2012 年 10 月 17 日） 
  ［D］C. Weaver『Sports Reader』（GLP Press, 2012 年 9 月 1 日） 
 
○ 王 学   群 
  ［C］「“了 1”和“了 2”」『語学教育研究論叢』第 29 号（大東文化大学語学教育研究
所、2012 年 3 月 16 日） 
  ［C］「中国語の“被留学”について」『日本語と中国語のヴオイス』（白帝社、2012 年
10 月 25 日） 
  ［C］「論漢語［名詞＋上］和日語［名詞＋(の)うえ］的対応関係」『日中言語対照研
究論集』第 14 号（白帝社、2012 年 5 月 18 日） 
  ［E］「日本語の継続相と中国語の“V 着”・“在 V”」（漢日対比語言学研究（協作）会、
第 4 会全国大会、湖南省湖南大学、2012 年 8 月 18 日） 
  ［E］「试论日语「～タコトガアル」和汉语“V 过”的用法差异」（東日本中国語研究会、
東洋大学、2012 年 11 月 25 日） 
 
○ 大瀬良   伸 
  ［E］「新ブランドの市場導入におけるテレビ CM 効率」（日本広告学会、第 43 回全
国大会、駒澤大学、2012 年 11 月 18 日） 
 
○ 大 坪 宏 至 
  ［C］「災害リスクマネジネント―医療分野を中心に、社会の視点も含めて―」『人間と
科学』 第 19 号、7-17 頁（人間と科学研究学会、2012 年 3 月 31 日） 
  ［C］「療養病床の現状―診療報酬制度改定の影響―」『人間と科学』 第 19 号、18-23
頁（人間と科学研究学会、2012 年 3 月 31 日） 
 
○ 小 川 エリナ 
  ［C］「Using Relaxation Techniques to Motivate Students in the Language Classroom」
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『経営論集』（79 号、25-34）（東洋大学経営学部、2012 年 3 月 30 日） 
  ［D］「東北の被害者に手を貸す外国人」ノート『経営論集』（80 号、169-172）（東
洋大学経営学部、2012 年 11 月 30 日） 
  ［D］「Research Column: Email Discussions」研究推進委員レポート『バイリンガル
通信』（21・1・3）（全国語学教育学会バイリンガル研究支部、2012 年 5 月） 
  ［E］「English-language Manga… Comics for the haves and the have-nots in your 
classes」（全国語学教育学会東京支部、東京支部 2012 大会、Temple University、
2012 年 12 月 9 日） 
  ［E］「Japanese University Students’ Cultural Identities: Effects of the Great East 
Japan Earthquake」（異文化コミュニケーション学会、2012 年度異文化コミュ
ニケーション学会年次大会、麗澤大学、2012 年 11 月 10 日） 
  ［E］「Manga: A context bridge for Business English」（全国語学教育学会、第 38 回
全国語学教育学会年次国際大会、浜松市 ACT CITY、2012 年 10 月 13 日） 
  ［E］「東北の被害者に手を貸す外国人」（日本司法福祉学会、日本司法福祉学会第 13
回全国大会、東洋大学、2012 年 8 月 5 日） 
 
○ 小 川 純 生 
  ［C］「間違ったゲーム進化 2/2―遊び概念からの視点―」『経営論集』第 79 号 1～24
頁（東洋大学経営学部、2012 年 3 月 30 日） 
  ［C］「消費者行動：なぜ遊び概念なのか？」『経営論集』第 80 号 1～16 頁（東洋大
学経営学部、2012 年 11 月 30 日） 
 
○ 小 椋 康 宏 
  ［B］『経営者と管理者の研究』第 1 章「現代経営者の経営理念」pp.1-29（学文社、2012
年 3 月） 
  ［C］「日本型経営と日本の経営者」『経営力創成研究』第 8 号、pp.5-17（東洋大学経
営力創成研究センター、2012 年 3 月） 
 
○ 越 智 信 彰 
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氏  名  穐 山 幹 夫（あきやま みきお） 
 
学歴 
昭和 17 年 6 月   東京に生まれる 
昭和 33 年 4 月    早稲田大学高等学院入学 
昭和 36 年 3 月   同上卒業 
昭和 36 年 4 月   早稲田大学第一商学部入学 
昭和 40 年 3 月   同上卒業 
昭和 40 年 4 月   早稲田大学大学院商学研究科修士課程入学 
昭和 42 年 3 月   同上修了、商学修士 
昭和 42 年 4 月   早稲田大学大学院商学研究科博士課程入学 
昭和 45 年 3 月   同上単位取得満期退学 
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昭和 45 年 4 月   亜細亜大学経営学部専任講師 
昭和 48 年 3 月   同上退職 
昭和 48 年 4 月   東洋大学経営学部専任講師 
昭和 51 年 4 月   東洋大学経営学部助教授 
昭和 58 年 4 月   東洋大学経営学部教授 
昭和 58 年 4 月～昭和 60 年 3 月 経営学部二部経営学科主任 
昭和 60 年 4 月～昭和 61 年 5 月 経営学部一部商学科主任 
昭和 61 年 4 月～平成 9 年 3 月 日本拳法道部長 
昭和 63 年 1 月～平成 元 年 3 月 朝霞主任 
平成 元 年 4 月～平成 5 年 3 月 経営学部一部商学科主任 
平成 5 年 4 月～平成 9 年 3 月 経営学部長 
平成 9 年 4 月～平成 11 年 3 月 経営学部二経営学科主任 
    〃   ～平成 25 年 3 月 硬式野球部長 
平成 9 年 10 月～平成 12 年 10 月 東洋大学評議員 
平成 11 年 4 月～平成 12 年 3 月 図書館朝霞分館長 
平成 12 年 10 月～平成 15 年 9 月 教務部長 
平成 15 年 11 月～平成 21 年 11 月 東洋大学評議員 
平成 15 年 12 月～平成 21 年 12 月 東洋大学常務理事（教学担当） 
平成 17 年 6 月～平成 22 年 3 月 井上円了記念学術センター所長 
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平成 3 年 9 月～平成 6 年 9 月 日本会計研究学会評議員 
平成 5 年 7 月～平成 8 年 7 月 国際会計研究学会理事 
平成 15 年 9 月～平成 18 年 9 月 国際会計研究学会理事 
平成 15 年 10 月～平成 18 年 10 月 日本学術会議会計学研究連絡委員会委員 
平成 21 年 9 月～平成 24 年 9 月 日本会計研究学会評議員 
 
外部活動 
昭和 48 年 4 月～昭和 55 年 3 月 亜細亜大学経営学部非常勤講師 
昭和 54 年 4 月～昭和 55 年 3 月 専修大学経営学部非常勤講師 
昭和 56 年 4 月～平成 5 年 3 月 亜細亜大学経営学部非常勤講師 
平成 元 年 2 月～平成 15 年 6 月 国税庁税務大学校本科講師、経営分析担当 
平成 2 年 2 月～平成 14 年 2 月 大蔵省（現・財務省）税関研修所Ⅰ種職理論研修講師 
平成 3 年 4 月～平成 6 年 3 月 立教大学社会学部非常勤講師 
平成 3 年 4 月～現在   全国漁業協同組合連合会水産業協同組合監査士試験試験委員 
平成 6 年 3 月～平成 8 年 10 月 国土庁（現・国土交通省）不動産鑑定士試験 2 次試験試験委員 
平成 9 年 4 月～現在   東都大学野球連盟評議員、理事 
平成 11 年 4 月～平成 15 年 3 月 立教大学観光学部非常勤講師 
平成 11 年 8 月～現在   日本商工会議所簿記検定部会試験委員 
平成 11 年 9 月～平成 13 年 3 月 文京学院大学大学院経営学研究科非常勤講師 
平成 18 年 4 月～現在   川越市産業廃棄物専門委員会委員 
平成 20 年 2 月～現在   全日本学生野球協会評議員、全日本大学野球連盟理事 
平成 22 年 4 月～平成 25 年 3 月 東都大学野球連盟理事長 
 


























『段階式日商簿記 3 級商業簿記』、税務経理協会、2001 
 
論 文 
会計における資本と利益の区分の意義（単著）『経営論集』（亜細亜大学経営学部）第 5 号 1970 
会計職能に関する一考察（単著）『経営論集』（亜細亜大学経営学部）第 6 号 1970 
合併会計における持分プーリング説とパーチェス説―アイトマンの所説を中心として（単著）『経営論集』（亜
細亜大学経営学部）第 7 号 1971 
合併の会計処理（単著）『税経セミナー』第 16 巻第 14 号 1971 
合併比率をめぐる諸問題（単著）『税経通信』第 27 巻第 9 号 1972 
無償取得資産の評価（単著）『日本経済短期大学紀要』第 3 号 1972 
伝統的会計の一側面（単著）『Computer Report』第 14 巻第 2 号 1974 
SEC における予測情報の開示とその問題点（単著）『経済経営論集』（東洋大学経済学部・経営学部）第 76
号 1975 
会計における利害調整（単著）『経営論集』東洋大学経営学部 第 2 号 1975 
SFAS 第 5 号偶発事象の会計（単著）『企業会計』第 27 巻 第 15 号 1975 
SFAS 第 11 号偶発事象の会計（単著）『企業会計』第 28 巻第 7 号 1976 年 
会計保守主義概念に関する一考察（単著）『経営論集』第 5 号 1976 年 
石油・ガス会社の財務・報告（単著）『企業会計』第 30 巻第 8 号 1978 年 
財務諸表の目的に関する一考察―財務公開制度改善への基礎的考察（単著）『経営研究所研究報告』第 5 号 
1980 年 
外貨換算方法に関する一考察（単著）『経営研究所研究報告』第 7 号 1982 年 
偶発事象の会計（単著）『経営論集』第 21 号 1983 年 
FASB 基準書第 52 号に関する若干の考察―決算日レート法の評価を中心に―（単著）『経営研究所研究報告』
第 9 号 1984 年 




所）第 5 号 1987 年 
不動産学成立の基盤とその国際的評価について（共著）『東洋大学創立 100 周年記念論文集[5] ―技術の近代
化』1987 年 
外貨換算会計に関する基礎的考察（単著）『会計』第 132 巻第 6 号 1987 年 
決算日レート法の批判的検討（単著）『経営論集』第 30 号 1988 年 
決算日レート法と現地主義（単著）『産業経理』第 49 巻第 1 号 1989 年 
公認会計士制度の存立基盤―我が国における会計職能の将来：主として公認会計士制度の領域について（共
著）『JICPA ジャーナル』第 1 巻第 5 号 1989 年 
「機能通貨」アプローチの批判的検討（単著）『経営研究所論集』第 16 号 1993 年 
為替換算差額の会計処理に関する一考察（単著）『経営研究所論集』第 18 号 1995 年 
外貨建取引等会計処理基準の改訂にかかわる問題点（単著）『経営論集』第 43 号 1996 年 
外貨表示財務諸表の換算における単一測定概念と複数測定概念（単著）『経営論集』第 45 号 
国際会計基準へのコンバージェンス問題と我が国の対応の視座（単著）『経営論集』第 64 号 2005 年 
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日本会計研究学会第 32 回大会報告記（単著）『Computer Report』第 13 巻第 9 号 1973 年 
日本経営学会第 47 回大会報告記（共著）『Compute Report』第 13 巻第 13 号 1973 年 
日本会計研究学会第 23 回関東部会大会記（単著）『企業会計』第 28 巻第 2 号 1976 年 
第6回国際会計教育会議の概要―分科会報告：各国の会計教育(1)―（単著）『企業会計』第39巻第12号 1987
年 
日本会計研研究学会第 69 回大会記（単著）『会計』第 79 巻第 5 号 2010 年 
 
受験指導等 
通信添削模擬試験問題と解答・簿記論（単著）『税経セミナー』第 17 巻第 11 号 1972 年 
通信添削模擬問題と解答・簿記論（単著）『税経セミナー』第 18 巻第 1 号 1973 年 
通信添削模擬試験問題と解答・簿記論―①特殊仕訳帳に関する問題、②特殊商品売買に関する問題―（単著）
『税経セミナー』第 18 巻第 4 号 1973 年 
通信添削模擬試験問題と解答・簿記論―①特殊仕訳帳に関する問題、②特殊商品売買に関する問題―（単著）
『税経セミナー』第 18 巻第 7 号 1973 年 
二次試験問題答案練習教室 財務諸表論問題・解答・解説 ①生産基準について、②自己株式の取得につい
て（単著）『税経セミナー』第 18 巻第 15 号 1973 年 
財務諸表論演習問題と解答（単著）『会計人コース』第 10 巻第 7 号 1975 年 
公開模擬試験出題と解答（単著）『会計人コース』第 10 巻第 12 号 1975 年 
公開模擬試験出題と解答（単著）『会計人コース』第 10 巻第 13 号 1975 年 
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公開模擬試験出題と解答（単著）『会計人コース』第 11 巻第 3 号 1976 年 
公開模擬試験出題と解答（単著）『会計人コース』第 11 巻第 4 号 1976 年 
公開模擬試験出題と解答（単著）『会計人コース』第 11 巻第 6 号 1976 年 
公開模擬試験出題と解答（単著）『会計人コース』第 11 巻第 8 号 1976 年 
公開模擬試験出題と解答（単著）『会計人コース』第 11 巻第 9 号 1976 年 
公開模擬試験出題と解答（単著）『会計人コース』第 11 巻第 11 号 1976 年 
資金運用表作成のポイントⅠ（単著）『コンサルピア』3 月号 1977 年 
資金運用表作成のポイントⅡ（単著）『コンサルピア』4 月号 1977 年 
税務会計実務演習『簿記』―不完全な資料からの損益計算書の作成―（単著）『税経通信』第42 巻第 2 号 1987
年 
税務会計実務演習『簿記』―簿記の一連のサイクルに関する基本問題―（単著）『税経通信』第 42 巻第 4 号 
1987 年 
税務会計実務演習『簿記』―特殊商品売買を含む決算―（単著）『税経通信』第 42 巻第 6 号 1987 年 
税務会計実務演習『簿記』―特殊仕訳帳に関する問題―（単著）『税経通信』第 42 巻第 8 号 1987 年 
税務会計実務演習『簿記』―稼得資本の会計処理―（単著）『税経通信』第 42 巻第 11 号 1987 年 
税務会計実務演習『簿記』―本支店会計―（単著）『税経通信』第 42 巻 13 号 1987 年 
税務会計実務演習『簿記』―会計手続の変更の財務諸表への影響―（単著）『税経通信』第43 巻第 2 号 1988
年 
税務会計実務演習『簿記』―不完全な会計記録からの損益計算書と貸借対照表の作成―（単著）『税経通信』
第 43 巻第 5 号 1988 年 
税務会計実務演習『簿記』―月初試算表の類推作成―（単著）『税経通信』第 43 巻第 10 号 1988 年 
税務会計実務演習『簿記』―吸収合併の会計―（単著）『税経通信』第 43 巻第 12 号 1988 年 
税務会計実務演習『簿記』―工業簿記を含む決算―（単著）『税経通信』第 44 巻第 1 号 1989 年 
税務会計実務演習『簿記』―総記法による商品売買の処理―（単著）『税経通信』第 44 巻第 3 号 1989 年 
税務会計実務演習『簿記』―長期請負工事の会計処理―（単著）『税経通信』第 44 巻第 7 号 1989 年 
税務会計実務演習『簿記』―割賦販売の会計処理―（単著）『税経通信』第 44 巻第 10 号 1989 年 
税務会計実務演習『簿記』―資金繰り表と財務諸表の作成―（単著）『税経通信』第 44 巻第 12 号 1989 年 
税務会計実務演習『簿記』―基準棚卸法の会計処理―（単著）『税経通信』第 45 巻第 3 号 1990 年 
税務会計実務演習『簿記』―残高試算表からの財務諸表の作成―（単著）『税経通信』第 45 巻第 5 号 1990
年 
税務会計実務演習『簿記』―推定による開始貸借対照表の作成―（単著）『税経通信』第 45 巻第 9 号 1990
年 
税務会計実務演習『簿記』―商品評価損、棚卸減耗損の処理―（単著）『税経通信』第 45 巻第 11 号 1990
年 
税務会計実務演習『簿記』―本支店精算表の作成―（単著）『税経通信』第 45 巻第 11 号 1990 年 
税務会計実務演習『簿記』―連結貸借対照表と連結損益計算書の作成―（単著）『税経通信』第 46 巻第 2 号 
1991 年 
税務会計実務演習『簿記』―特殊仕訳帳と合計転記―（単著）『税経通信』第 46 巻第 4 号 1991 年 
税務会計実務演習『簿記』―減価償却費の会計処理―（単著）『税経通信』第 46 巻第 7 号 1991 年 
税務会計実務演習『簿記』―銀行勘定調整表の作成―（単著）『税経通信』第 46 巻第 11 号 1991 年 
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税務会計実務演習『簿記』―社債の償還にかかわる会計処理―（単著）『税経通信』第 46 巻第 13 号 1991
年 
財務諸表論理論演習問題―減価償却の計算要素・減価の種類とその発生原因―（単著）『税経セミナー』第
36 巻第 15 号 1991 年 
税務会計実務演習『簿記』―売価還元法の会計処理―（単著）『税経通信』第 46 巻第 15 号 1991 年 
税務会計実務演習『簿記』―新設合併の会計処理―（単著）『税経通信』第 47 巻第 2 号 1992 年 
税務会計実務演習『簿記』―割賦販売の会計処理―（単著）『税経通信』第 47 巻第 4 号 1992 年 
税務会計実務演習『簿記』―決算修正の仕訳と財務諸表の作成―（単著）『税経通信』第 47 巻第 9 号 1992
年 
税務会計実務演習『簿記』―推定による決算修正前残高試算表の作成―（単著）『税経通信』第 47 巻第 13
号 1992 年 
税務会計実務演習『簿記』―割賦販売における収益計上―（単著）『税経通信』第 48 巻第 2 号 1993 年 
税務会計実務演習『簿記』―有限会社から株式会社への組織変更の会計―（単著）『税経通信』第 48 巻第 5
号 1993 年 
財務管理の基礎知識：第 1 講 企業経営と財務管理（単著）『LD ノート』第 746 号 1996 年 
財務管理の基礎知識：第 2 講 財務諸表とデイスクロージャー(1)（単著）『LD ノート』第 747 号 1996 年 
財務管理の基礎知識：第 3 講 財務諸表とデイスクロージャー(2)（単著）『LD ノート』第 748 号 1996 年 
財務管理の基礎知識：第 4 講 貸借対照表の見方（単著）『LD ノート』第 749 号 1996 年 
財務管理の基礎知識：第 5 講 損益計算書の見方（単著）『LD ノート』第 750 号 1996 年 
財務管理の基礎知識：第 6 講 財務分析のための財務諸表の活用(1)（単著）『LD ノート』第 751 号 1996
年 
財務管理の基礎知識：第 7 講 財務分析のための財務諸表の活用(2)（単著）『LD ノート』第 752 号 1996
年 
財務管理の基礎知識：第 8 講 製造原価報告書―製品原価の計算（単著）『LD ノート』第 753 号 1996 年 
財務管理の基礎知識：第 9 講 損益分岐点の計算（単著）『LD ノート』第 754 号 1996 年 
財務管理の基礎知識：第 10 講 設備投資案の評価（単著）『LD ノート』第 755 号 1997 年 
 
書 評 
染谷恭次郎稿「財務会計の展開」（『会計ジャーナル』第 2 巻第 4 号掲載）（単著）『税経セミナー』第 16 巻
第 4 号 1971 年 
沼田嘉穂稿「会計観と会計理念」（『会計ジャーナル』第 2 巻第 9 号掲載）（単著）『税経セミナー』第 16 巻
第 9 号 1971 年 
嶌村剛雄著 税務経理協会刊『修正企業会計原則逐条』紹介（単著）『税経セミナー』第 16 巻第 11 号 1971
年 
簿記の基本がらくらく学べる―後藤弘著 実業之日本社刊『3 時間でわかる簿記』―（単著）『特選街』第 1
巻第 8 号 1979 年 
木村勤稿「会計情報システムの設計―決算業務を中心として―」（単著）東洋大学付属電子計算センター編『情
報論的会計学の基礎』コンピュータ科学第 8 号 1975 年 
白木俊彦著 中央経済社刊『外貨換算会計基準の国際的調和』（単著）『経営行動』第 10 巻第 2 号 1995 年 
野村健太郎著 税務経理協会刊『連結経営と構造改革―環境激変への処方箋』（単著）『産業経理』第 62 巻
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Σ』第 32 号 1976 年 
フロリダ大学留学記（単著）『東洋大学報』第 56 号 1981 年 
追悼―宮崎徹講師―（単著）『東洋大学報』第 60 号 1982 年 
真の意味でのスポーツマン精神の涵養を（単著）『Hakusan Spotrs』第 29 号 1990 年 
岩田博文教授を偲ぶ（単著）『東洋大学報』第 108 号 1991 年 
シリーズ話題の学部・学科を追う―東洋大学経営学部―（単著）『ASCENT』第 17 巻第 10 号 1991 年 
当世留学事情（単著）『企業会計』第 45 号第 3 号 1993 年 
ディジタルとアナログ（単著）『東洋大学校友会報』第 177 号 1993 年 
幅広い視野と豊かな感性を有する人材たれ（単著）『東洋大学報』第 127 号 1994 年 
晩節を全うできる人生のために（単著）『旬間 速報税理』第 13 巻第 2 号 1994 年 
スポーツとの長い付き合いのために（単著）『Hakusan Sports』第 32 号 1994 年 
教育課程の再編成によせて（単著）『白山教育情報』第 8 号 1994 年 
歳時記に寄せて（単著）『Satya』第 17 号 1995 年 
経営学部の新カリキュラムの特色（単著）『東洋大学報』第 145 号 1996 年 
教務部長就任に当たり（単著）『東洋』第 140 号 2000 年 
ゼミ活動としての合同討論会の効用（単著）『東洋大学校友会報』第 206 号 2001 年 
会計人はなお一層の意識改革を―米国エンロン事件を教訓に―（単著）『旬刊 経理情報』第 980 号 2002
年 
『相互評価』申請の意味するもの（単著）『ひろば』第 5 号 2002 年 
図書館を利用して、卒業論文の準備は早めに（単著）『KOΣMOΣ』第 146 号 2005 年 
理事会内設置教学検討委員会の第二次答申について（単著）『東洋』第 145 号 2005 年 
東洋大学における認証評価に向けての組織の整備状況（単著）『ひろば』第 9 号 2006 年 
東洋大学における自己点検・評価について―より良い東洋大学を築くための礎―（単著）『東洋』第 146 号 
2006 年 
認証評価（大学評価）申請をおえて（単著）『ひろば』第 10 号 2007 年 
大学基準協会の認証評価（大学評価）申請を終えて（単著）『東洋』第 147 号 2007 年 
大学における学士力の確保について（単著）『東洋』149 号 2009 年 
内田雄造先生を偲ぶ（単著）内田雄造追悼文集『ゆっくりとラジカルに』 2012 年 
 
座談会等 




ーナル』第 440 号 1997 年 
座談会：大学進学を考える―大学で何を学ぶのか―『進路ジャーナル』第 445 号 1998 年 














教 員 履 歴 
 
氏  名  金 子 俊 夫（かねこ としお） 
生年月日  1942 年 10 月 21 日 
 
学歴 
1962 年 4 月  中央大学商学部入学 
1966 年 3 月  中央大学商学部卒業 
1966 年 4 月  中央大学大学院商学研究科修士課程入学 
1968 年 3 月  中央大学大学院商学研究科修士課程修了 
1968 年 4 月  中央大学大学院商学研究科博士課程入学 
1971 年 3 月  中央大学大学院商学研究科博士課程修了 
 
学位 
1997 年    博士（商学）・中央大学 
 
職歴 
1973 年 4 月  暁星商業短期大学専任講師 
1974 年 4 月  暁星商業短期大学助教授 
1981 年 4 月  東洋大学経営学部専任講師 
1983 年 4 月  東洋大学経営学部助教授 




1984 年 9 月～1985 年 8 月 
1987 年 6 月～1987 年 9 月 
1991 年 6 月～1991 年 9 月 
 
現在 イギリス・バーミンガム大学 friend 
 
主 要 業 績 
 
主要著書 
『ヨーロッパ商業史』広文社 1983 年 
『イギリス近代商業史―反穀物法運動の歴史―』白桃書房 1996 年 
『近代イギリス商業発展の歴史』白桃書房 2003 年 
 
主要論文 
「貿易の歴史」（早川広中・小林甫編著『現代貿易の知識』第 1 章所収）広文社 1979 年 
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「イギリス穀物法反対運動前史」経営論集第 19 号 1982 年 
「Sliding Scale 法から反穀物法協会設立への過程」経営論集第 20 号 1982 年 
「1836 年から 1838 年における自由貿易運動」経営論集第 21 号 1983 年 
「Manchester 反穀物法協会の活動について」経営論集第 29 号 1987 年 
「イギリス穀物法と自由貿易主義の登場過程―貿易自由化への歴史的プロセス―」（菅野康雄編『企業発展と
現代経営』第 12 章所収）中央経済社 1990 年 
「1839 年における反穀物法運動」経営論集第 38 号 1992 年 
「John Bright と 1840 年初期の不況」経営論集第 39 号 1993 年 
「1842 年における反穀物法運動」経営研究所論集第 18 号 1995 年 
「穀物法問題とManchester 自由貿易運動の登場」経営論集第 69 号 2007 年 
「1840 年前半のManchester 反穀物法同盟」経営論集第 73 号 2009 年 















教 員 履 歴 
 
氏  名  河 野 大 機（こうの だいき） 
生年月日  1942 年 12 月 25 日 
 
略歴 
1966 年 3 月  一橋大学商学部を卒業 
1968 年 3 月  同大学院商学研究科修士課程を修了 
1971 年 7 月  同博士課程を中退（下記採用内定のため） 
1971 年 8 月  福島大学助教授（経済学部経営学科）に採用 
1981 年 4 月  千葉大学助教授（法経学部経済学科）に配置換え 
1987 年 12 月   千葉大学教授に昇任（89 年 3 月に退職） 
1989 年 4 月  多摩大学経営情報学部教授に採用（98 年 3 月退職） 
1995 年 3 月  博士（経済学）東北大学 
1998 年 4 月  東北大学教授（経済学部経営学科）に採用 
1999 年 4 月  東北大学大学院大学教授（経済学研究科経営学専攻） 
2006 年 3 月  東北大学を定年退職 4 月より名誉教授 






主 要 業 績 
 
著 書 
バーナード理論の経営学的研究 千倉書房 1980 年 
ドラッカー経営論の体系 三嶺書房 1986 年 
ドラッカー経営論の体系化―時代に適い状況を創る経営―＜上巻＞三嶺書房 1994 年 
経営・組織の科学と技能と倫理―バーナーディアン・コーオペレーション―千倉書房 2003 年 
経営体・経営者のガヴァナンス―ドラッカーの所論ならびに関連諸理論・実践とそれらの統合化――文真





年報 経済学』第67巻 第4号（河野大機教授退官記念号）2006年3月 165-166頁） 
ドラッカーの新しい経営理論『経営学論集』（龍谷大学） 第 44 巻第 2 号 2004 年 8 月 





成研究センター（編）『経営力創成研究』第 5 号、学文社 2009 年 2 月 
アメリカの実践経営学 日本経営教育学会（編著）『講座／経営教育＜全 3 巻＞』（日本経営教育学会創立 30
周年記念出版）第 1 巻『実践経営学』第 5 章 2009 年 4 月 
経営者教育の実践と理論『経営力創成研究』第 6 号 2010 年 3 月 
経営体存続目標――Drucker の諸概念に関連させて―『経営力創成研究』第 7 号 2011 年 2 月 
ドラッカー著『マネジメント』における「日本型経営」論とその関連の経営各論『経営力創成研究』第 8 号 
2012 年 3 月 
ドラッカー経営理論の最後の補充と発展―イーダスハイム著 The Definitive Drucker, 2007 を基にして
―『経営力創成研究』第 9 号 2013 年 3 月 
ドラッカー経営理論の補充と発展―知識社会への移行前期（1990 年代）―東洋大学経営学部（編）『経
営論集』第 81 集 2013 年 3 月 
 
その他（主として東洋大学在職中の「その他」。それ以前については次を参照。東北大学経済学会（編）『研
究年報 経済学』第 67 巻第 4 号 2006 年 3 月 166-167 頁） 
ドラッカー経営論の体系―時代に適い状況を創る経営―＜下巻＞三嶺書房 1995 年 2 月 増補改定 
1998 年 9 月 第 2 増補改訂 2001 年 11 月 
経営書読解の修業―バーナード『経営者の役割』をケースにして―文眞堂 2004 年 10 月 
P.F.Drucher のソシオ・マネジメント論 文眞堂 2006 年 3 月 
P.F.Drucker のマネジメント・プラクティス論 文眞堂 2007 年 9 月 
ドラッカー 河野大機（共編著）『経営学史叢書 Ⅹ』（経営学史学会創立 20 周年記念事業）文眞堂 2012
年 5 月 
Management Model of All-Employees Participation under the Combination of Systems, Toyo 
University-University of Missouri-St. Louis Symposium at UMSL, 2007 年 3 月 16 日 
実践経営学としてのバーナード理論とドラッカー理論 日本マネジメント学会マネジメント実践部会（専修















教 員 履 歴 
 
氏  名  中 村 義 人（なかむら よしと） 
生年月日  1947 年 12 月 14 日 
 
略歴 
1970 年 3 月  明治大学商学部商学科 卒業 
1971 年 10 月  公認会計士第 2 次試験合格 
1972 年 6 月  監査法人朝日会計社（現あずさ監査法人）入社 
1976 年 3 月  公認会計士登録 
1989 年 5 月  朝日監査法人 社員就任 
1998 年 4 月  朝日監査法人 環境マネジメント部長就任 
2002 年 5 月  あずさ監査法人 代表社員就任 
2004 年 4 月  あずさサスティナビリティ株式会社 代表取締役就任 
2006 年 4 月  東洋大学経営学部 特任教授就任 
2008 年 4 月  東洋大学経営学部 教授就任 
2008 年 4 月  東洋大学経営学部会計ファイナンス学科主任 
 
学会及び社会活動 
1992 年 6 月  日本公認会計士協会 実務補習委員会委員 
1993 年 4 月  (財)建設業振興基金 建設業経理委員会 研究委員 
1996 年 6 月  日本公認会計士協会 広報委員会副委員長 
1997 年 6 月  日本公認会計士協会 学術賞審査委員会委員 
1998 年 6 月  日本公認会計士協会 次世代会計士保証業務研究会委員 
2001 年 4 月  (社)協力隊を育てる会 監事（現在に至る） 
2001 年 4 月  日本評価学会会員 
2002 年 5 月  (財)地球産業文化研究所 環境パフォーマンス評価委員会 委員 
2002 年 5 月  (社) 全国建設業協会 経営委員（現在に至る） 
2003 年 4 月  (社)大阪ESCO 協会 特別会員（現在に至る） 
2004 年 7 月  オフィスセキュリティマーク認証制度委員会委員長（現在に至る） 
2007 年 4 月  建設産業経理研究所 理事（現在に至る） 
2008 年 6 月  責任ある経営と開示に関する研究委員会委員 
2008 年 8 月   情報通信人材研修事業評価委員会委員 
2009 年 2 月  防衛省独立行政法人 評価委員（現在に至る） 
2009 年 4 月  (社福)川崎市社会福祉協議会 監事（現在に至る） 
2010 年 7 月  川崎市民間活用推進委員会 委員（現在に至る） 
2010 年 9 月  日本経営分析学会会員（現在に至る）、日本会計研究学会会員（現在に至る） 
2011 年 4 月  日経ニューオフィス賞審査委員（現在に至る） 
2012 年 11 月  (公財)建設業適正取引推進機構 評議員（現在に至る） 
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環境会計のポイント 50（共著）東京教育情報センター 2000 
環境経営戦略のノウハウ（共著）東京経済情報出版 2000 
建設業会計実務ハンドブック（共著）建設産業経理研究所 2000 







文 日本公認会計士協会 1989 
フリンジベネフィット課税と事実認定渡切交際費と寄付金 税経通信 656 号 税務研究会 1991 
会計方針の変更を巡る問題 週刊経営財務 No.2123 税務研究会 1992 
退職給与引当金の繰入超過限度額の戻入れ 週刊経営財務 No.2235 税務研究会 1994 
税額控除されない源泉所得税の会計処理 週刊経営財務 No.2254 税務研究会 1994 
保証債務等 旬刊経理情報 No.759 中央経済社 1994 
カスタムソフトウェアの会計上の問題点 JICPA ジャーナル No.481 1994 
連結決算とセグメント情報の開示への対応 JICPA ジャーナル No.512 1997 
会計ビックバンによる建設業経営の革新 1～5 月刊日建連 Vol.32-36 日本建設業団体連合会 
1998-1999 
PICK UP Business No.1～13（ガラス店経営者のためのレッスン）GLASS LIFE セントラル硝子 
1996-1998 
これからの経理規程の役割 1～4 週刊経営財務No.2284～2287 税務経理協会 1995 
出向者の退職給与引当金の会計処理 週刊経営財務 No.2298 税務経理協会 1995 
建設業の保証債務の会計実務 建設業の経理No.2 建設産業経理研究所 1998 
創造的経営革新の進め方 1～11（共著）週刊経営財務 No.2414～No.2422 税務経理協会 1998 
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キャッシュ・フローの基礎知識 建設実務No.384 清文社 1998 
国際会計基準への対応の問題点と課題 建設オピニオン 1999 年 3 月号 建設公論社 1999 
建設業の経営状況の分析 長期的分析による建設業再生の手がかり 建設業しんこう 1999 年 3 月号  
建設業振興基金 1999 
レジャー企業の最新の環境マネジメント 月刊レジャー産業資料No.424 2001 
外部監査の質的変化にともなう役割と機能、企業経営の自己責任と外部監査の連携 プログレス 2000.6  
中部産業連盟 2000 
環境報告書と保証業務 日本公認会計士協会次世代会計士保証業務研究会報告書 2000 
JV の新しい会計処理 全建ジャーナル 2001 年 4 月号 全国建設業協会 2001 
ジョイント・ベンチャーの会計 建設業の経理No.23 建設産業経理研究所 2001 
いよいよ始まった地球温暖化対策―いま建設業がなすべきことは― 全建ジャーナル 2001 年 8 月号   
全国建設業協会 2001 
外形標準課税について 全建ジャーナル 2002 年 3 月号 全国建設業協会 2002 
ショッピングセンターにおける環境会計のすすめ URERU 2001 日本ショッピングセンター協会 2001 
ジョイント・ベンチャーの会計 建設業の経理No.23 建設産業経理研究所 2003 
注目をあびる企業の社会的責任CSR とは 全建ジャーナル 2004 年 3 月号 全国建設業協会 2004 
ＣＳＲ経営による建設業の持続可能な発展を探る―CSR マネジメントを利用した経営改善の方法について
―全建ジャーナル 2005 年 5 月号 全国建設業協会 2005 
マテリアル・フロー・コスト会計 環境パフォーマンス評価委員会報告書 地球産業文化研究所 2004 
クリーン開発メカニズム（CDM）の有効化・検証について 化学工学 2004 年 化学工学会 2004 
京都議定書の発効に伴う企業経営への影響 FEISON 7 号 福井県環境 ISO ネットワーク 2005 
地球温暖化問題に対する企業経営のあり方 その 1～4 AZ INSIGHT 2005.8～12 あずさ監査法人 
2005 
新しい内部統制の導入（上）―わが国における内部統制の導入―全建ジャーナル 2006.9 月号 15 巻 10 号 
全国建設業協会 2006 
新しい内部統制の導入（下）―わが国における内部統制の導入-全建ジャーナル 2006.9 月号 全国建設業協
会 2006 
CSR 経営による建設業の進む道 建設オピニオン 2006 年 12 月号 13 巻 12 号 2006 
監査のリスクアプローチの進化 東洋大学経営学部 経営論集 69 号 2007 
進展する企業の社会的責任（CSR）―EU における戦略的CSR に学ぶ― 
AZ Insight Vol.20 / Apr.2007 あずさ監査法人 2007 
新しい会計基準の動き（上）会計基準が中小建設業経営に及ぼす影響 全建ジャーナル 
46 巻 5 号 全国建設業協会 2007 
新しい会計基準の動き（中）リース取引会計基準の改正 全建ジャーナル 46 巻 6 号 全国建設業協会 2007 
新しい会計基準の動き（下）減価償却制度改正の理由とその内容全建ジャーナル 46 巻 7 号 全国建設業協
会 2007 
論説 四半期報告実施迫る―四半期財務諸表の内容と建設業への影響― 建設業の経理 秋季号 41 号  
建設産業経理研究所 2007 





71 号 2008 
監査法人のあり方と独立性―改正公認会計士法の施行にあたって― 税経セミナー 53 巻 11 号 税務経理
協会 2008 
温室効果ガスと排出量取引―その国際的動向と課題 企業会計 2008.12 60 巻 12 号 2008 
金融危機と時価会計の対応について 建設業の経理 冬季号 46 号 建設産業経理研究所 2009 
保証業務の進展と役割 責任ある経営と開示に関する研究室委員会報告書 プロネクサス総合研究所  
2009 
建設業の持続可能な発展に向けて 建設業の経理冬季号 50 号 建設産業経理研究所 2010 
リスク社会とその対策 NEW OFFICE2010 Spring 巻 189 号 社団法人ニューオフィス推進協議会 
2010 
非財務情報と保証業務 東洋大学経営学部 経営論集 78 号 2011 
 
